
320

量的経済政策論の諸類型

藤 本 利 躬

工　序

　いわゆる混合経済休制の可能性を論理的に基礎づける政策理論休系として

の量的政策（quantitat襲ve　policy）のモデル分析法は，ラグナー・ブリッシュ

　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
のサブ・モデル構想をもって源流とし，大別して，一方ではティンバーゲン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
がこれを同次方程式接近法として洗錬・完成させ，以来現代の量的政策理論

の主流をなすにいたり，また他方に・おいては同じブリッシュにより数理計画

法を不可欠の分析トゥールとするマクロエコノミック・プログラミング・モ

デルへと発展させられつつあるようにみえる。本稿の課題は，確率変数を含

まない厳密・線型モデル；着時的関係を含まない熱学モデル；非負条件等の

不等式制約を含まない方程式モデルの枠内において，政策モデル分析のかよ

うな2大分流がいかなる点で分岐・交流ないし合流を繰りかえしながら進展

してきたかという問題の解明を中心に諸モデルを類型的に展望することにあ

る。

　およそ現代の経済理論ないしモデルにして政策の要素を全く含まないもの

は皆無であろうから，これらすべてを政策モデル扱いすることもできなくは

ないが，ここでは政策一目標の因果関連を一般均衡の論理的フレーム・、ワー・

クにおいて定量的に究明しようとする政策論一計画モデル（planning　model＞

　　　　，　（3）とか決意モデル　（decision　mode1）とも別称される一に考察範囲を限定する

のが得策であろう。員休的にはブリッシュ，ティンバーゲン，タイル，スノxO．

（1）　Frisch〔1〕　，　才出稿　〔20）　。

（2）ティンバーゲン〔17〕，1ページ。

（3）　ブリッシュが自分の政策・計画モデルー般につけた名称。その他の名称について

　　は山田・久武編〔17〕1ページ，伊東〔ユ3〕iiiページ等。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
イヴィー＆タムラの諸理論を採りあげるが，まずllでは経済過程に影響を与

えることを意図する政策モデルー般とたんに経済現象を説明するだけの理論

モデルとの異同を明確にし，上記した諸政策モデルを類型化して相互間関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
を解明するために，手掛りをプリッシュの一般的論述に求め，これにいくつ

かの変更・補完を加えて，展望の準備作業とする。

　ついで皿，IV，　V，　V【においてティンバーゲン，タイル，スパイヴィー＆

タムラ，ブリッシュの順に，それぞれのモデルをとりあげて分析トゥールの

差異とそれがもたらす分析結果の豊饒度の差との対応関係を明らかにする。

最後に，Wでこれら4つのモデル分析の異同を総括し，若干のコメントを加

えて結語にかえるだろう。

’　皿　経済へのアブm一チの諸類型

　一般に経済分折において用いられる理論モデルは経済理論の持つ意味内容

を数学的に定式化したものであり，　したがって諸経済現象（変数）の間の相

互依存ないし因果の関係を代表する一連の方程式の論理的にコンシステント

な連立系にほかならず，かかる連立（または同時）方程式体系は普通に構造：

（structure）と呼ばれている。この方程式集合に含まれる各式がすべて1次

形式をとる線型（理論）モデル（の構造）は

　（1）　Mg＋cr　一一　o

で与えられる。ただしここにMは係数パラメータの行列，ξはモデルでとり

扱われるすべての変数を成分とする列べクトル，αは定数項ベクトルであ

る。明らかに，Mの行数一αの次数，　Mの列数＝ξの次数，でなければなら

ない。

　モデル（1）において，そのビヘビヤの説明が要求されている変数は内生変数

　（4）Theil〔ll〕，Spivey　and　Tamura〔9〕。ブリッシュ，ティンバーゲンについ

　　ては文献は一定していない。

　（5）Frisch〔4〕1－6ページ。なお筆者による変更・補完部分については，その都

　　度，注記する。

　　　　　　　　　　　　　　　一4フー



　322

（endogenous　variable），そうでない変数は外生変数（exogenous　variable）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
ないし基底変数（basis　variable）である。後者は前者のビヘビヤを究極的に

規定する原因として機能するから，原因変数と別称されることもある。これ

とのアナロジーにおいて内生変数は結果変数とも云う。変数集合をかように

原因変数集合と結果変数集合という2つのたがいに素なる部分集合に分離す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くり
ることをブリッシュは分極化（polarization）とよんでいる。（1）は変数の分極

化が行なわれていない純粋相互依存体系を表わす。

　ξT＝（ξ（1）T，ξ（2）T）

とξを分割しよう。ここにTはいわゆる転置演算を表わし，ξ（1）は内生変数

ベクトル，ξ（2）は外生変数ベクトルである。ただし，ξ（Dの次数はMの行数に

等しからねばならない。すなわち説明したい経済現象（内生変数）の個数に

等しい独立な方程式数がなければならない。かようなξの分割，すなわち分

極化に対応してMも

　M二（M（1），M（2））

と分割する。明らかに，M（1）の列数＝ξ（1）の次数，　M（2）の列数＝ξ（2）の次

数。したがってM（1）は正則行列である。そうすると（1）は分極化モデル

　（2）M（1）ξ（1）＋M（2）ξ（2）＋α＝0

となる。M（1）は内生変数聞の相互依存構造を，またM（2）はξ（2）のξ（1）への

直接因果効果構造を，それぞれ代表する。ξ（2）のξ（1）への因果効果としては

直接効果のほかに間接効果があり，後者は相互依存構造M（1）を通じて波及す

る。したがってξ（2）のξ（1）への総（因果）効果は相互依存構造と直接因果構

造とのある種の結合によって表現されるはずである。すなわち，いわゆる誘

導型モデルないし基底型（basis　form）モデル

　（3）ξ（1）＝一M＆～M（2）ξ（2）＋β

（6）基底変数はブリッシュの用語である。たとえばFrisch〔3〕lbページ。　これ

　は数理計画用語であり，プリッシュ・モデルがいかに密接に数理計画法と結びつい

　ているかの証左でもある。
（7）Frisch〔2〕顕ページ，藤本・妙見〔19〕61Ae　一ジ。
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におけるξ（2）の係数行列一M浸M（2）がξ（2）のξ（1）への総効果構造を代表する

のである。なお，ここにM6～はM（1）の逆行列，β一一Mξ1もα，とする。

　〔3｝においてξ（2）の次数はブリッシュのいわゆる自L（：1度（degrees　of　free一

　　　　　　（8）
dom）にあたり，モデル分｛f［’において重要な役割を演じる。自由度とよばれ

るのは，それが方程式数を超える変数の個数を意味し，数学的にはそれだけ

の変数の数値を任意・自由に与えることが許されるからである。

　さて，ブリッシュは，みずからの決意モデル構想を明確に特徴づける意図

のもとに，政策問題を含む一般的経済間題へのアプローチの仕方をモデル構

成の基本方針とも云うべきものに照らして発展段階論的に類型化している

が，われわれは以下の議論の要点を明確にするための準備作業としてブリッ

シュの議論を敷街解釈しておくのが有益であると考える。

〔段階1〕傍観的アプローチ（on－100ker　apProach）

　人々が関心を持つ1つないしいくつかの現象（変数）一これを予測目標と

よぼう一の将来値を当該変数の実績に含まれたトレンドの外挿によって予測

する方法の総称である。これは外挿の仕方によって

　（i）単独外挿法

　（ii）同時外挿法　　　　　　　　　　　．
　　　　　く　う
と分類できる。　（i）は各予測目標について個々別々・相互無関係にそれぞれ

のトレンドを外挿するという最もプリミティブな方法である。これは，精度

が要求されず，現象の変動プロセスがすべて極めて安定的である場合には，

かなり有用である。たとえば，予測目標がある地域経済における人口である

場合，その地域が人口の流出入，生出・死亡均等についてきわめて安定的で

．あるときには，人口をそれ自体のトレンドでもって予測することができる。

この例では人口を規定する究極的な要因は時間のみである。他の例として，

経済成長率が予測きれねばならないとき，経済が極めて安定的に推移してい

（8）　Frisch〔3〕lbページ。
（9）説明の便宜上筆者が行った分類である。

　　　　　　　　　　　　　　一49一
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るのであれば，周知の弱国ッド・ドーマー型成長モデルを用いて限界資本係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
数と貯蓄率でもって予測値を得ることができよう。しかし諸現象のかような

安定性が欠けている大概のケースにおいては，（i）では明らかに不充分であ

る。もっと洗錬された方法，すなわち（ii）が必要となる。それは諸予測変数：

を含む多かれ少なかれヨリ精巧な理論モデルを通じてそれらの将来値を同時
　　　　　　　　　　　　　　（11）
外挿により予測するものである。

　（ii）の（i）に対する特徴はもっぱら相互依存・因果関係の理論モデルが全体；

として利用されるということから派生する。すなわち，第1に，諸変数間

には理論モデルが要求するある種のコンシステンシーがなければならないか

ら，特定の1変数の将来コースは必然的に他の諸変数のそれを多かれ少なか

れ明らかにしてしまうであろうし，第2に，理論モデルである限り，それに

含まれる変数は予測目標のみから成るとは限らず，薩接の予測対象ではない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
変数が予測目標の「1つまたはより多くと構造的に連絡している」　というモ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
デル構成上の理由により含まれることになる。これを予測用具とよぼう。そ

のとき既述の理論モデル（2）ないし（8）はξ（ユ）を予測目標，ξ（2）を予測用具と読

みかえることによって傍観的アプローチの分析トゥールとしての予測モデル

となることは明らかである。予測用具について代替的な将来値を想定するこ

とにより望み通りの代替的予測が司能となる。

　しかし　「代替的予測の体系化をねらうこれらの分析すべてに共通している

1つの特徴は分析者の姿勢が傍観者のそれであるということである。彼は単

に生起するだろう何かを推測しようとするだけであり，誰か一政府か民間企

業か民間企業の提携体一が事態の経過に影響を与えたいときになすべき何か

（10）　Frisch〔6〕109ページ，　Frisch〔4〕1ページ。

（ID　不安定の場合，たとえば人ロはその自然増，社会増を規定する諸要因との相互関

　係において予測されねばならない。段階〔1〕一（i）の特徴はモデルがないというこ

　　と，あるいは，たとえあったとしても，時間を唯一の外生変数とする極度に自国度

　の低い（誘導型）モデルを用いるということ，にある。
（12）　Frisch〔4〕　1ページ。

（13）　予測用具，予測目標ともに仮称である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
を発見するためのシステマチックな試みはなにもしないのである。」

　それでは事態の進展コースに積極的に働きかけるための分析的アプローチ

はいかなるものか。ブリッシュは傍観的アプローチと対照させてこれを軌道

変更アプローチ（influencing－the－course－of－affairs　approach）と総称してい

るが，われわれはその内容を次の段階序列に再編成して論じることにしょ
　　　　　　（IS）
う。すなわち

軌道変更アプローチ

政策シミュレーション・アブm一チ　　　　．段階2

　　　　　　　　　　　特別用具アプローチ　　段階3

　　　　　　　　　　　許容用具アプローチ　　段階4
軌道計画アプローチ
　　　　　　　　　　　最　　適アプローチ　　段階5

　　　　　　　　　　　固定用具アプローチ　　段階6

〔段階2〕政策シミュレーション・アブ。P一チ

　事態に対する単なる傍観的分析視角から軌道変更型のそれへの転換が生じ

ると，眺望も一変する。第1に，事態へ積極的に働きかけるための聞耳ない

し手段が必要となるが，これは働きかけの主体である政策当局にとって任意

・自由に直接コントm一ルが司能なものでなければならない。これは行動パ

ラメータ（parameter　of　action），用具（instrurhent），決意要因（decisional

element）と様々に呼ばれる。それは外生変数集合の部分集合である。用具で

ない外生変数は与件変数（data）であり，かくて外生変数集合は用具集台と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
与件集合という2つの素部分集合に分割されることになる。皿でのモデルを

　（！4）　Frisch〔4〕2ページ。アンダー一・ラインはブリッシュ。

　（！5）　この類型化において政策シミュレーション・アプローチはブリッシュの論述では

　　特に許容用具アブu一チと混合しているようにみえて混乱を招きかねないので1独
　　　立させたものである。また固定用具アプローチは，最：適アプローチに比して，最適

　　　目標の機能を明らかにするため導入した。結局，ブリッシュの原文では特別用具接

　　近法＝第2段階，許容用具接近法＝第3段階，最適アプローチ＝第4段階となって
　　　いる。なお軌道計画アプローチと一括した諸項目のなかで，後半2項目がその名称

　　　にふさわしく，前半の2項目は後半のためのいわば準備段階に当る。ここでは，目

　　　標がいかにあれ，それに対して用具値を決定できるかどうかを基準に分類が行なわ

　　　れている。

　（16）　いうまでもなく「用具」「与件」はティンバーゲン，「行動パラメータ」「決意

　　　　　　　　　　　　　　　　一5ユー
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用いれば，X；用具ベクトル，　U＝与件ベクトルとして，

　　g（T，）一（xT，　uT）

となるわけである。

　この変数分類に対応するシミュレーション・モデルの構造系は
（4）　（Ma），　r，　ll）（ix（i’）＋a一＝o

ただしここにM（2）＝（「，∬），1「の列一tw　＝＝　xの次数，　llの駐屯＝uの次数，

である。（4）に対応する誘導型は，したがって

　（5）　g（，）＝一Mu，Y　x－M（一，Sllu＋B

で与えられる。Xに実験的に種々の代替値を与えれば，それに応じて内生変

数値集合が代替的に結果し，それらの比較検討を通じて政策効果判定が頁］能
　　（17）
となる。

　シミュレーション・アプローチは既述の同時外挿法と3つの点で類似レて

おり，形式的には両者の差はワン・ステップといえるだろう。ca　1に，両者

とも完全モデルを必要とし，第2層目ともに原因を既知数，結果を未知数と

する原因→結果の一方的問題類型をとり扱えば充分であり，第3に，これは

第2点からの帰結でもあるが，体系の自由度についてきびしい条件を課す必

要がないのである。第1点は，シミュレーション・モデルが分極化モデル②

の外生変数ξωを用具xと与件uに分割しただけのものであるから，明らか

だろう。　もちろん，この分割が経済に対する消極的傍観ポーズを積極的なも

のに変更する決定的要因をなしているという本質的重要性を見失ってはなら

ないが。第2点について云えば，シミュレーション・モデルにおいても，そ

の利用目的が政策用具の組合せのいくつかを与えてその内生変数への効果を

列挙し，あるいは，せいぜい，それらの効果排列のなかからある判定基準に

　要因」はブリッシュ，の用語である。

（17）社会科学において自然科学の「実験」に相当するものをシミュレーションと云

　　う。ここでは政策を量的に変化させて内生変数に現われる効果を測定する「実験」

　　を行なおうというわけで，モデルは実験装置にあたる。
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てらしてベストなものを識別し，それに対応する政策組合せを選択すること

であるから，分極化モデルによるいわゆる与件変動の効果分析の枠を出るも

のではない。したがって，第3点として，変化し得る外生的局面の1類型と

しての政策用具は少なくとも1つ，したがって自由度が少なくとも1，であ

ればよいことになる。シミュレーション・モデルと分極化モデルとの差異は，

前者では自由度の最小限の1が政策用具に当らなければならないのに対して

後者ではその必要がなく，用具・与件のいずれでもよいということである。

　シミュレーション・アプローチにあっては代替的な諸政策先決の結果とし

て与えられる有限の内生変数値のいろいろな組合せの間での優劣比較しか許

されないことはすでに見たごとくである。　しかし政策は事態の進展コースを

動かす人間行為にほかならず，これを経済学の問題として扱うにはその行為

の目的が設定されておらねばならない。すなわち，目的が先決され，その目

的を達成するための手段が次の段階で探求されるというのが行為の経済的合

理性の表現であるが，シミュレーション・アブP一チではこの関係が逆転

し，手段としての政策が先決され，それが許容する多かれ少なかれ狭い範囲

の結果内での選択として目標設定が遅行ずる。　したがって政策聞題を経済問

題として再構成するには，目的に当る目標変数値ないし目標変数のなんらか

の関数としての目標関数を，それが実現可能かどうかという手段司能性の観

点から離れて独立に先決し，しかる後にこの可能性を探るという接近法をと

らなければならない。このタイプの最もプリミティブなものが次の段階をな

す特別用具法であると考えられるのである。

〔段階3〕　：特別用具法（ad　hoc　instrument　approach）

　これはプリッシュにより「われわれがその動きに関心を持ついくつかの変

数と少なくともある程度までコントロール司能と思われるいくつかの他の諸

変数とを結びつける1つまたは少数の関係式を特に（ad　hoc）とり出すだけ

　　　　　　　　　　　　　（IS）
であってそれ以上には進まない」接近法と定義される。ここに「われわれが

　（⊥8）Frisch〔4〕3ページ。

　　　　　　　　　　　　　　　一53一
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その動きに関心を持つ変数」とはいわゆる政策目標変数　（target）のことで

ある。いまや経済に積極的に働きかけて改善したい局面ないし方向付けが明

確になっておらねばならないが，この局面なり方向づけを代表するものが目

標変数なりその最適値または目標変数に依存する目的関数である。そして，

断るまでもなく，目標変数は内生変数の部分集合をなし，目標変数でない内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
生変数は局外変数（irrelevant　variable）である。かくて，まず，内生変数集

合の2つの相互に素なる部分集合への分割が必要となるのである。　しかしそ

の詳論は後段にゆずって，ここでは議論を単純化するために，内生変数はす

べて目標変数とみなすことにしよう。さらに，当分は，最適化の方向付けを

与える所望目標値の先決ないし目標関数の導入をさしひかえることにしよ

う。そうすれば，所望目標値・目標関数の機能なり存在理由が明確になるか

らである。

　そのとき，政策シミュレーション・モデルの（4）（5＞は，形式に関する隈りに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
おいて，軌道計画アブv一チ（planning－the－course－of一一affairs　apProach）の

それとしても利用司能であることは明らかである。

　さて，特別用具アプローチについてプリッシュは「この分析にあっては，

経済に成立しているすべての現実的に重要な諸関係の全体の観点からみて実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
際に許容なのはどの用具値の組合せなのかを示すことさえできない」　という

意味において不適当であると評価する。その意味内容を考えよう。たとえば

く5）の第1式を特にとり出そう。それはξ1という目標を政策用具と与件変数と

に結びつけている。ここで軌道変更アプローチの主旨にそってξ王に一定の数

値をかりに与えてみよう。そのときξ，の当該値を達成できるような政策用

具値は与件変数にその予測値を代入して定数項化した閥題の第1特別方程式

によって（いく組か）算定することができる。しかしこれは第2の方程式に

現れる第2の仮定目標値を達成しないかもしれず，したがってξ1を達成す

　（19）　「目標」　「局外変数」はティンバーゲンの用語。

　（20）　筆者の仮称。

　（21）Frisch〔4〕3ページ。
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る政策はξ2を達成しないという意味において許容でないし，逆にξ2を達成

する政策はξ1を達成しないという意味で許容でないことになる。かように

「あるときは1つの用具，またあるときは別の用具と一そのたびごとにある

特定の目標をねらって一特別，かつでたらめに，用具を決定することは，ま

こと，全く予期し得ない混沌ともいえる結果をもた：らし，経済構造に極度の

緊張と矛盾とをつくり出レかねないのである。予測と計画への特別用具アプ

ローチは，それゆえに，明確に定まった（well　defined）自由度を持つ精密な

動学モデルを導くさらに進んだ分析のためのまさに第1次的・試験的な準備
　　　　　　　　　　　　　　（21）
としてしか保証し得ないのである。」要約すれば，特別用具アプローチは経済

現象の相互依存・因果関係の全体としてコンシステントな体系であるモデル

を欠いているわけであり，そういう意味において軌道計画アプローチの最も

プリミティブな段階に当る。

　しかしここで強調さるべきことは，いかにプリミティブとはいえ，目標→

手段の合理的分析視角が含まれ，それが政策シミュレーション・モデルとの

決定的差異をもたらしているということである。視角が正当であっても，そ

れを裏づける分析トゥール，すなわち有効なモデルが欠けているというにす

ぎない。

〔段階4〕許容用具法（feasible　instrument　approach）

　モデルを用いて「用具選択の許容性に力点をおきながら，論理的に分析を
　　　（21）
完遂する」方法と定義される。そのためには，特別用具法のようないわば部

分均衡論的方法では不充分であり，全体均衡論的分析に必要なモデル，　した

がって政策シミュレーション・モデル（4）または（5）をユニットとして用いなけ

ればならないことは明らかである。ここにいわゆる用具選択の許容性は，そ

．れとは独立に先決されるべき目標と相互依存・因果連鎖の体系的構造との双

方に関して許容される用具選択範囲を意味するからである。かように定義さ

：れた許容用具法のメカニズムを，モデルの完全利用という点で類似する既述

の同時外挿法や政策シミュレーション法と対比しながら，特徴づけていくこ
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とにしよう。

　すでに観察しtように，同時外挿法に関連するモデル②やシミュレーショ

ン・モデル（4）では，変数分類は内生・外生ないし用具。与件への2～3分『

割，すなわち因果の分極化だけで充分であった。所与の原因から結果を導出

するだけでよく，所与の結果をもたらし，あるいはもたらすであろう原因を

逆に追求する必要は，原則として，ないのである。というのは傍観的アプロ

ーチとは，定義によって，そのようなものとしてしかありようがないからで『

あり，また政策シミュレーション・モデルのねらいは特定の政策効果を量的

に把握するだけに絞られているからである。その限りにおいて原因ないし政

策用具は最小限ユつあれば，両アフ。V一チにとって充分であって，原因が結

果との関連においていくつなければならないかという自由度の問題は生じよ

うがない。

　もっとも，傍観的アプローチにおいてさえ自由度が関連をもつような問題

構成が山門でないこともない。結果が与えられたとき，それをもたらし他の

結果をもたらさなかった原因集合をただ1組識別する問題がそれである。そ

の場含，結果は既知数，原因は未知数，となるから，題意｝＆傍観的アブV　一一

チとは逆転する。すなわち，ξ（1）一既知ベクトル，ξ（2）＝：未知ベクトル，とお

いて連立系（2）を解く問題となり，あり得る一群の原因集合のなかからξ（1）を

結果した唯一のξ（2）を識別することが要求されているのだから，（2）のユニー

クな解を求める問題となる。それは，明らかに

　（6）　ge）＝一M（一，）iMa）ga）一MEE）ia

という形式で与えられざるをえないが，それにはM（2）の正則性が仮定されな

ければならず，ひいては「M②の行数＝方程式数」という事実とともに，

「ξ②の次数一方程式数」でなければならないことがわかる。この結論と⑧に

続く結論とを合併すれば，同時外挿モデル（2）において結果に対する原因をユ

ニークに決定できるためめ必要条件は「原因の個数＝結果の個数」というこ

とである。要約すれば，
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　（7）傍観的アプローチのモデル②において原因・結果が1対1対応するに

　　めの必要・充分条件は，（i）モデルの構造方程式がすべて1次独立，（ii＞

　　変数の個数が方程式数の2倍に等しい，ということである。

　かように，傍観的アプローチにあっても，ひとたび結果の原因をさぐると

いうことになると自由度聞題が重要となる。しかし傍観的アプローチがそれ

自身以外の何ものでもないゆえんは，原因がかようにしてユニークに求めら

れれば，それだけで充分であって，それ以上に進む必要がなく，原因のうちど

れが政策用具であり，どれが与件であるのかという問題は無関連であるとい

うことにある。そこでの関心事としての自由度は用具・与件の両者を一括し

たものについて定義きれさえずれば，事足りるのである。傍観者にとって用

具と与件は内生変数値ξ（1）を結果するという機能面において無差別である・

　全く同じことが政策シミュレーション・アブP一チについても云える。す

なわち，ξ（1）＝目標二既知数，＠T，uT）一未知数，として（4）を解く問題が老’

察されねばならないのであるが，その解は⑥の単なる変型

（・）（（1）一一MおM・）ξ（1）一M範ナ・

で与えられるから，単に結果の原因を識別することが題意である限り，（7）は

⑥についてと同様⑧についても妥当するのである。

　しかしながら，ひとたび当面する許容用具アプローチにたちかえって，所

与と仮定された目標の達成のための政策模索一プラニングーが主題となる

と，重要論点が次のような意昧で本質的に変ってしまう。（8）は目標ξ（ユ）を達

成するための原因を与えるが，この原因は政策当局が直接コントe一ル司能

な用具でなければならない。　というのは，コントロールできなび変数を数値

指定してみても，それらがこの指定値をとるのは金くの偶然事であり，その

場合にはξ（Dの達成は全くの僥倖に依存することとなるからである。しかる

に（8）においてSCは政策用具であるが，　uはコントu一ル不能な，たとえば天

の慈南のような，与件変数であるから，（8）は当面の主題たる軌道計画アプロ

ーチの資格を本質的に欠いているといわねばならない。
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　以上の分析は，同時外挿（予測）モデルにおけるように独立な方程式数よ

りも変数の個数の方が多いとか，シミュレーション・モデルにおけるように

外生変数の少なくともユ個が政策用具でなければならないというようないわ

ば理論的自由度条件では軌道計画アブm一チにとって間に合わないことを意

味している。それでは当面のアプローチの必要条件として，自由度一これを

政策自由度とよぼう一はいかにあらねばならないか。目下の聞題における究

極的未知数は外生変数のうちの政策用具だけであづて，与件は既知数であ

．る。　したがって許容用具アプローチの誘導型モデルは（4＞をXについて解いた

　（9）　x＝一7iniMa）go－r－illu－T－ia

によって与えられる。これは所与の目標ξ（1）を達成するための用具編成Xを

与える。（9）が含む構造的情報は次のごとくである。第ユに，1「一1の存在か

ら，「は正則でなければならない。第2に「一1M（1）の存：在から，「一1したが

って「の列数（定義によってxの次数に等しい）がM（1）の行数に等しからね

．ばならない。第3に，M（1）の行数は方程式数すなわちξa）の次数に等しいか

ら，　「Xの次数一ξ（エ）の次数」でなければならない。かくて（9）と⑧とを合併す

・れば，

　⑩　司能用具アプローチのモデルにおいて，政策・目標が1対ユ対応する

　　ための必要・充分条件は，（i）モデルの方程式がすべて1次独立である，

　　（ii）政策用具の個数が目標変数のそれに等しい，ということである。

かように，許容用，具アプローチにおいては，　同時外挿法やシミュレーション

・アプローチとは相異して，単に自由度が体系の方程式数より少なくあって

はならないだけでなく，方程式数に等しいだけの自由度がすべて用具変数で

し・められる必要があるのである。これが政策論的自由度条件である。

　用具変数についてさらに考察してみよう。それは政策当局の直接コントロ

ール司能な変数と定義きれた。コントロール司能とは必要に応じてあるとき

は用具として，またあるときは一与件変数として，任意・自由にとり扱い得る

ということを意味する。　1つの目標に対して2つの用具が利用司能のとき，
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一方の用具でその目標が達成できるなら，他の1つの用具は与件変数と同様

にあつかってよい。用具は与件となり得るがジ逆は全面的に成りたたないと

・いうわけである。もしそうであるなら，外生変数のなかに占める用具の割合

が大きいほど政策当局にとっては好都合である。目標の達成に必要な手段に

選択の余地が生じるからである。ブリッシュが「いまや用具の性質を持つ要
　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
咽をできるだけ多く基底要因として選ぶ」　ようにモデル構成に当って配慮し

なければならないと云うのはかような理由による。明らかに，この場合に

．は，用具・目標の1対1対応の関係がなく．なるが，それは理論的にも実際的

にもなんら支障をきたさない。目標数（いまの場合，方程式数に等しい）を

rn，用具数をnとし，　n＞mならば，所与の目標に対して。Cm一。CM－1，種類

・の用具変数の可能性があるが，各編成において用具に選ばれない（n－m）

個は与件扱いとなる。したがって所与の目標と用具とは全体としては！対1

対応しないけれども，　n－m個の用具が与件となる各編成のもとにおいては

この対応が維持され，（◎が成りたつことは云うまでもない。

〔段階5〕最適アプローチ（optimalization　approach）

e前記の許容用具アプローチは仮定きれる目標の代替値の各々に対してその

達成のための政策編成を少なくとも1つ対応きせ，かくて達成可能な（目標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
一政策）のいわばスペクトルを画き出してくれる。　しかしこれが「国民およ

び当属に対して否応なくおしつけてくる結論は，司能な代替数が多すぎて単
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
にそれらをリストにレて眺めるだけでは見落しを生じかねない」　ということ

である。したがって，これら多数の代替物のなかから「ある意味で最適な

（optimum）　ものを1つ一あるいはいくつか一ピック・アップする分析テク
　　　　　　　　（24）
ニッタが必要となる。」かくて最適をピック・アップするためのシステマチッ

クな方法として周知の数理計画法が政策モデル分析においても浮びあがって

（22）　Frisch〔4〕4ページ。

（23）Frisch〔4〕5ページ。
〈24）　Frisch〔4〕6Ae　一一ジ。
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くるのである。

　いうまでもなく，数理計画法の適用対象としての最適問題においては目的’

関数が重要な概念である。周知のように政策聞題にとっての目的関数は社会．

的選好関数ないし社会的厚生関数とよばれていて，

　（11）　W：：＝W（ga））

．e　一一般表示される。したがって当面の政策問題は，たとえば

　（12＞制約（4）にしたがってaD→optimum

という形式をとり，適当な数理計画法の適用によって最適の目標　（ξ㌔））・

政策（X＊）が同時決定されるわけである。かように，ξωを先決せずX＊と同

時決定するところにこの接近法が伸縮目標アプローチ（flexible　target　app－

roach）とも別称されるゆえんがある。これに対してξ＊（1）がなんらかの方法

で先決されていると前提し，その後に司能用具アプローチをとるものが

〔段階6〕固定目標アプローチ（fixed　target　appro3ch）

にほかならない。その詳細は皿において明らかとなろう。

　以上において種々のアプローチを類型的に見てきたが，数理計画モデルと

しての最適アプローチが，最適目標を前提することなく内生的に決定するメ

カニズムを具備する意味において，最も合理的・科学的な政策モデル分析法
　　　　　　　　　　　　（25）
ということができるだろう。しかし，これはあくまで用いられる分析トゥー

（25）これは実用の観点からの評価で1・bない。一般論としていかに合理的・科学的な方

　　法でも，たとえば線型計画におけるシンプレックス解法のような組織的解法が用意

　　されていないなら，無用の長物に帰する。実際問題としてはこの解法上の制約が選

　　好関数や制限条件式のスペシフィケーションを究極的に限定するだろう。特に選好

　　関数はその「形を明細に特定するということがしばしば困難である」（熊谷・大石

　　編〔14〕23ページ）ので，固定目標アプローチを用いるというのがティンバーゲン

　　以来の伝統（？）であるが，ブリッシュによれば選好関数の導出のための「テクニ

　　ックの開発は民主国家の生死の問題（aquestion　of　to　be　or　not　to　be　for　the

　　true　democracies）である。・・…経済政策に対する最適アプローチの必要性を完全

　　に認識することが民主国家に残された唯一のチャンスである。」（Frisch〔4〕6ペ

　　ージ）かような認識にたって，ブリッシュは，政策当局の選好関数を当局との面接

　　により得られるインタヴュー・データを用いて計測する計量的方法を，線型・2次

　　関数について，開発ずみであり，エィック＆サンディーはブリッシュの助言にもと
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ルを基準とした分析的アブV一チの類型化であって，政策当局ないし政策策

定のエコノミック・エンジニアとレての研究者の政策理論なりヴィジョンが

いかなるものかによって個々の具体的政策モデル構成がこれら諸類型の混合

休系として現れるだろうし，一般的事実として最適アブV　一一チ以前の諸段階

は各々それ以後のアブV一チのための準備段階としていわば必要条件をなす

ことは否定すべくもないだろう。しかし，たとえそうだとしても，諸類型に

対するウェートのおき方はケース・バイ・ケースで相異するのであって，わ

れわれは，以下，ティンバーゲン，タイル，スパイヴィ・タムラの諸モデル

をこれまでに開発された主要ケースとしてとり上げ，それらの類型的意味と

相互関係を論じることにしよう。

皿　ティンバーゲン固定目標モデル

　プリッシiのサブ・モデルにおける政策策定原理を洗錬・発展させ，最近

の量的政策モデル分析の原型を完成したパイオニアとして名高いティンバー

ゲンの方法は既述の固定目標アプローチと完全に一致する。それは目標の最

適値が選好関数の無制約最大化の結果として決定ずみとみなす分析方針を特
　　（26）

徴とし，かような意味で先決された目標に対する最適用具値を可能用具アプ

ローチによってプログラミングないしプラニングするものである。したがっ

て，その分析内容の大要はすでに■において説明ずみであるが，ここでは内

生変数の目標・局外変数への分類を追加して要約的に再定式化しておこう。

　内生変数ベクトルξ（1）を選好関数の説明変数としての目標変数ベクトル，

y，と目標以外の内生変数からなる周外変数ベクトル，z，とに分離しよ

う。すなわち

　づき線型関数計測法を用いて最適アブn一チの典型ともいうべき実証的成果をあげ

　ている（Frisch〔2〕，藤本・妙見〔19〕，Eijk＆Sandee〔5〕）。なおここでの

　社会的厚生関数なり選好関数は政策当局のいわば個人的関数であり，いわゆるアロ

　一の問題がかかわるようなそれでないことを断っておかねばなるまい。
（26）ティンバーゲン〔17〕2－4ページ。
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　g（T，）　．＝　（y　rc，　zT）

とおく。そのとき構造方程式（4）は

一・乃の
i1）…一・

となる。ここに（A，B）＝M（1），　Aの列数＝yの次数，　Bの回数＝zの次

数，である。⑫に対応する誘導型は

a3）　（；）＝一一（A，　B）一i（rx＋lru＋a）

　　　　　一（E）・・＋（書）・

である。ただしここに
一（A，　B）一i　T　一一（E）；　一’（A，　B）一i　（uu＋a）　＝一（B）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
とする。yの次数一Rの行数一sの次数，　zの次数一△の行tw　＝＝δの次数。

ここで与件と定数項を合計してベクトル（sT，δT）となっているのは，既述の

ように，政策モデルにとって与件が分析対象となることはないからである。

また⑱の第2群（z部分）は政策編成xのいかんによってyと同様変化する

が，その数値自体は，局外変数の定義によって，政策当局の関心をひかず，

いわば「なるようになればよい」ものであるから，　これを排除して考えてよ

いわけである。内生変数の全体としての決定手順は，それゆえ，まずG3）の部：

分体系としての第1群においてy＊をyに代入し，つぎにy＊を達成するよう

に政策ベクトルX＊を求め，最後にこのX＊を第2群のXに代入してz＊を

数値決定する：y＊→ec＊→z＊。明らかに政策モデル分析としての本質的ステ

ップはX＊の決定である。これだけの準備にもとづいてティンバーゲン・ア

プローチの論理構成を要約しよう。

　（i）　「目標数＝政策数」のケース：Rを正則と仮定して

　（14）　y“＝＝Rx＋s

（27）　また「Rの列数＝△の列数＝xの次数」は明らか。
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から

　（lrO　X－R－i（y’一s）

と決定できる。Rが正門でないなら，　Rの少なくとも1列がその他の列に工

次従属するわけであるから，ケース（ii）に帰着する。

　（ii）「目標数〉用具数」のケース：方程式数は未知数（x）の個数より多

いから，Rは縦長の行列であり，用具値を決定できない過剰決定ケースとな

る・その解決策としては2通り考えられ，第1は政策に対する目標の過剰分

だけy＊の成分，し，たがってRの行数を除外して，いわば（13）の第2群扱いと

し，かくてRを正方行列化したモデルで，ケース（i）と同様にして解く方法。

しかし，かくて決定されたX＊を第2開式扱いされた第1群式に代入しても

所定の最適値に，一般には，等しくならないことは明らかである。かくて最

適政策の編成は不可能である。第2案は，第ユ案で第1群がらはずされて第

2群に一時的に編入された方程式を完全に第2群に含めてしまうものであ

る。したがってかような方程式に現れる目標に最適値を与えることをやめ

て，野外変数化し，ケース（i）と同様にして求められるセカンド・ベストで

満足するわけである。しかし，これは既述の司能用具アブ。ローチに一致して

しまうから，真のセカンド・ベストは決定困難となろう。すなわち過剰目標

数に見合う第2群化候補の選出方法は第1群方程式数からこの過剰方程式数

をとり出す組合せの数だけあり，どの組合せに対する解がセカンド・ベスト

かを決定する一線型計画におけるシンプレクス基準のような一判別機構がな

いからである。

　（iii）「目標数く政策数」のケース：この場合には方程式数は未知数より少

ない過少決定体系となるから，横長行列Rの行数に比して過剰の呼数に見合

う用具を与件扱いすることによって得られる正方行列を用いてケース（i）と

同様にして最適政策を決定することができる。ただしこの場合無数の最適政

策が編成可能である。いわゆる多義的最適のケースにほかならない。
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IV　タイル　：最小2乗モデル

　はじめに，タイルの方法の特徴をティンバーゲンのそれとの対比において

重点的に摘出すれば，次のごとくである。　（i）ティンバーゲン・モデルは固

定目標接近法であるのに対してタイル・モデルは伸縮目標アプローチの形式

をとる。（ii）したがってティンバーゲンには目的関数が，少なくとも陽表的

1には，ないが，タイルには存在する。（iii）かくてティンバーゲンでは目標値

が外生的に先決されるが，タイルにあっては条件付最適問題の解として用具

とともに同時決定きれる。（iv）ティンバーゲン・モデルでは「目標tw　・一用具

数」が原則とレて要求されるが，タイル・モデルではその必要がない。

　つぎにタイル・モデルそれ自体としての特徴をあげると，（v）目的関数に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）
目標変数だけでなく政策用具も含まれる；（vi）目的関数の説明変数は各変数

の先決所望値（x＊T，y＊T）と許容値との偏差の平方であるから，分離形の2

次目的関数となっており，最適方向は最小化である。

　かように特徴づけられた最適モデルとしてのタイル・モデルの制約はティ

ンバーゲン・モデルでの目標一政策の線型因果体系個である。それによって

許容ベクトル集合（Jr　T，　yT）が定義される。さらに（V）（vi）『で特徴づけら

：れる社会的選好関数は

　（16）　W（　x，　y）　：＝＝　（x　一　Jf　＊）T（x　一　Jt　＊）　＋　（y一　y＊）T（y一　y＊）

となる。かくしてタイルの問題は

　㈲　制約Gのにしたがってa6）→minimum

〈28）用具は「選好水準に2通りに影響する。すなわち直接的と間接的，つまり非コン

　　トロール変数に対する（制約によって規定されるような）影響である。第2の効果

　　は明らかであるが，第工の効果も無視されるべきでない。たとえばアメリカ経済の

　　ような拡大経済においては公務員と彼らの実質所得（用貝変数一引用者註）は，こ

　　れが経済全体に対して与える効果を全く別にしても，漸次増加すべきであるといっ

　　てもなんら不合理ではない。かかる主張は用具のそれ自体としての重要性をいって

　　いるのであって非コントロール変数との関係におけるその純粋用具的重要性を指し

　　ているのではない。」（Thei1〔10〕80ページ）
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で与えられる。政策当局は制約aのを充tすという意味で許容なベクトル

（rT，　yT）のなかから先決所望値ベクトル（X＊T，　y＊T）との距離の総和が最

小になるものを解として採用するのである。

　こうした闇題設定に関連して1～2の論点を明確にしておこう。第1に，

用具が目的関数に含まれるのは用具兼目標変数が実際には存在するという理

由によるもののごとくであるが，それでは定義によって目的関係個に入り得

ない純粋用具は㈲でいかに現れるかということである。このことは，純粋用

具は定義によってその所望値を持ち得ず，したがって所望値は任意であるの

で，（16）における純粋用具は（Xi－」Ci）2・・一・0となって自動的に消去されるこ

とから明らかである。

　第2に，かように純粋用具まで統一的に（16）に含め得る理由について一これ

は特徴（vi）に関連するので一老察しておこう。もし社会的選好関数が同じ分

離2次形式でもa6）のような特殊型でなく一般的に

　（1　8）　W（　x，　y）　＝＝　x　TQx　x　＋yTQyy

で与えられるときには，もはや純粋用具は⑯におけるように消去されないか

ら，⑬のJCiはもっぱら目標兼用具変数に限定されるべきだろう。（ただし（18）

で，Qx，．QYは対称定値行列とする。）

　かくて，タイルの最適アフ。ローチの特殊性が明らかとなる。それは最適値

x＊Cy＊を導出する通常の意味での最適モデルではなく，むしろそれが先決

・前提されているのである。したがって特徴（vi）はタイル・モデルが本質に

おいてティンバーゲン・モデルと同等の固定目標アブV一チにほかならない

ことを余すところなく明示しているのである。

　しかし，両者のかかる本質的一致が分析結果の全面的一致をも意味すると

は限らない。事実，タイルの分析結果はティンバーゲンのそれよりも内容豊

かであり，後者は前者の特殊ケースとしてそれに包含されてしまう。この重

要な相異は実は両者が相異なる分析トゥールを用いたことに起因している。

つまりティンバーゲンの同時方程式法に対するタイルの2次計画法という差
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異がその原因をなしているのである。以下，両者の異同ないし相互関係を明

らかにしよう。

　単純化のため，目標集合と用具集合とは交わらないと仮定して，用具兼目

標変数を（16＞から除套しよう。すると，タイルの問題は

　（19）制約q3）前半にしたがって

　ceo）　W（y）一（y－y＊）T（y－y“）一minimum

となる。㈹前半を用いて⑳からyを消去した，

　C21）　W（　x　）＝　Jt　TRTR　Jt　＋　2　（sTR－y’TR）　x　一一　2s’y＊一y＊Ty＊

から，dw／dx＝Oを求めれば，

　（22）　RTRx－R’y“一R’s

を得る。RTRは対称行列であることは明らか。

RTRが正則なら，22）から

　C2sp　xo＝（RTR）一iRT（y＊一s）

これとティンバーゲン式㈲とを比較すれば，相異は（y＊一s）にかかる行列が

（RTR）一1RTであるかR－1であるかの相異として集約されていることが判

明する。ティンバーゲンでR一iの存在はRの正則性が仮定されていることを

意味するが，この仮定をタイル・モデルにおいてもつらぬけば，（RTR）一1－

R－1（RT）一1であるから，タイル式飼はティンバーゲン式㈲に帰着すること

になる。これを要するに，タイル・モデルは「R一正則」という特殊ケース

としてティンバーゲン・モデルを包含するヨリー一般的なフレーム・ワークと

云えるだろう。

　ところで，Rが正則ということは，断るまでもなく，（14）におけるy＊がユ

ニークにXOによって達成司能であり，したがってy＝y＊とおき得るから

W－0＝minimumとなることを意味するのである。つぎにタイルの方法が

ティンバーゲンのそれに対して持つ一般性を基礎づける　「R＝長方行列」の

ケースを考察しよう。そのために，まず・任章のRについて定義される最適

解Xoのもたらす目標値
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　24　yo・・一・Rxo十s＝R（RTR）一1RT（y＊一s）＋s

と先決最適値y＊との差，

　C25）　yo－y＊一（R（R’R）HiRT－1）（y＊一s）

を定義すれば，タイルの解の与える選好水準は

（26）　w’（y，）＝（y，一y＊）rr（y，一y＊）一（y＊一s）’r（1－R（RTR）一iRT）（y＊一s）

となる。

　ところで，⑳においてRTRが正則なら，ユニークな解（劉が得られること

は既にみにごとくである。ここでRTRの正則性の意味を考えよう。周知の
　　　（29）
定理から，任意の行列Rにつき

　（27）　r（R’R）＝r（R）一r（RT）

である。ここにr（X）は行列Xの階数を表わす。したがって（RTR）が正

則であるためにはRの階数がxの次数に等しく，したがってRを　（m，n．）

行列としでRのn個のm同列ベクトルが1次独立であらねばならない。以下，

目標数；m，用具数＝n，とする。

　（i）．m＞n：このケースでは目標数は用具数より多い。ゆえにティンバー

ゲン流に云えば，政策編成はできない。しかしタイル・アブn一チにおいて

は，Rのn個のm（＞n）次列ベクトルが1次独立なら，上記したように，

〔23｝によりXoとして決定司能である。しかしその場合「先決目標y＊ではな

く，最小2乗法の意味でy＊に最も接近した近似であるベクトルyoをデシジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
ヨン・メーカーをして達成演能ならしめるにすぎない。」

　これを証明しよう。y＊一yoであるためには㈱からR（RTR）一1RT　’＝　lmで

なければならない。ここにImはm次単位行列。つぎに仮定m＞r（R）・：n

から，

as）R一（Ra）R（2））一（鼓a，）

と表現できる。ここに，R（1）一正則（n，　n）行列，　R（2）・・（m－n，　n）行

　（29）竹内〔16〕64ページ。

　（30）　Spivey＆Tamura〔9〕220ページ。ただし証1明はない。
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列，P一（m－n，　n）行列，　P≒0。圏を使えば

　　　　　　　　　　　（ln十PTP）’1，．　（1．十p’p）’1pT
　（29）　R（RTR）一iRT＝一

　　　　　　　　　　　P（ln十pTp）一1，　P（1【〕十pTp）一工pT

である。これがIn，に均等であるためには，まず（ln＋pTp）一LI、、が成りた

つことが必要である。両辺に（1。＋pTp）をかければ，1。一1。＋pTp。これよ

りpTp＝0が必要。したがってP＝Oが必要である。しかしこれは仮定に反

する・したがってR（RTR）一ユRT≒1。。ゆえにy＊≒yo（q，　e．　d．）

　この証明において，云うまでもなく，P＝0はR（2）を構成する（m－n）

個のn次行ベクトルがR（Dを構成するそれらから独立であることを意味す

る。しかしm＞nの仮定がある限り，そのような独立性はあり得ない。ゆえ

に，m＝＝nのとき，　したがってRが正則であるとき，かつそのときに限り，

R（RTR）一1RT＝lniである。これは用具数＝目標数のティンバーゲン・ケー

ス（i）にほかならない。

　以上によってティンバーゲンに対するタイルの結論の一般性が何を意味す

るかは明白だろう。すなわち，タイル・モデルにあっては，最適y＊が達成

可能かどうかというティンバーゲン問題を処理し得るばかりでなく，y＊が達

成できないとき，セカンド・ベストとしてのy。はいかに達成され得るか，

その場合ベストのy＊とセカンド・ベストのyoとの差はいかなる程度である

が，という諸問題までとり扱いうるのである。この「用具数く目標数」のケ

ースこそ同次方程式法では解き得なかったティンバーゲン・ケース（ii）であ

ること，これを解き得るようにした究極的要因は明らかに，セカンド・ベス

トの判別機構を与えた目的関数（20）一いかに特殊とはいえ一にほかならないこ

と，を銘記すべきである。

　なお，yoとy＊との差による選好水準（実は損失）一タイルのいわゆる次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）
善の決意によるロス（loss　due　to　suboptimal　decision）一は，いうまでもな

く（26）によって与えられる。

　（31）　Theil〔10〕59ページ。
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　（ii）m＜n：目標数より用具数の方が多い。ゆえにティンバーゲンなら

（m－n）個の用具を先決して残りの用具について（14を解けばよいというで

あろう。その通りである。換言すれば，目標数が用具数より少ない場合に

は，目標・用具の純粋分離を前提する限り，ティンバーゲン・アプローチを

とろうとヨリ錯綜したタイル・アプローチをとろうと同一結果に帰着する。

その理由を説明しよう。

　まず，m〈nだから，　r（R）＝mと仮定できる。その場合；　R一＝（R（1），

R（2）），R（1）＝正則m次行列，　R（2）＝（m，　n－m）次行列，と分割し，　R（2）＝

R（1）P，とおくことができる。ここにP＝（m，n－m）行列≒O。したがっ

てR＝（R（1），R（2））＝（R（1），　R（1）P）。ゆえに

　　　　　　　R（T，）　　　　　　　　　　　　　　　　　　R（T，）R（，），　R（T，）R（，）P

　（30）　RTR＝　　　　　　　　　　　（R（i），　RoP）　＝：：

　　　　　　　PTR（T，）　　　　　　　　　　　　　　　　　　PTR（T，）　Ro），　PTR（Ti）Ra）P

（30）の最右辺の行列で，第2行の小行列＝・　PT〔第1行の小行列〕，または，第

2列の小行列＝〔第1列の小行列〕P，であるから，RTRの行列式は0。そ

れゆえケース（i）におけるようには⑳からXoを求めることはできない。．した

がって（22×30）から得られる

（31） o臨1二＝賊輝幽幽。x②
のうち第1群にのみ注目し，x（2）に任意の値を与えてx①について解けばよ

い。すなわち

（i32）　x’ka）＝（R（T，）Ra））一i（R（T，）y＊一R（i）s－R（il）R（i）Px（2））

　　　　　＝＝　R（mi　）’　（y＊　一　s一　R（2）　x　（2））

であるが，これはティンバーゲン・ケース．（iii）の内容の定式化になってい

る。

　以上，要約すれば，目標・用具の完全分離ケースにおいてタイル・モデル

の特徴が最も陽表的に示されるのは「用具軽く目標数」のケース（i）におい

てであると云える。
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V　スパイヴィー＆タムラ：GSEM

　以上で，ティンバーゲンの同次方程式モデルとタイルの2次計画モデルと

が，分析トゥールの差異にもとつく守備範囲の広狭の差こそあれ，結局は同

一の固定目標アプローチの2つの発現形式にほかならないことを観察しtこ。

この本質的同一性を端的に物語るものがスパイヴィー。タムラの一般同時方

程式モデル（generalized　simultaneous　equation　model）一GSEMと略称さ

れる一である。すなわち，それは「タイル・タイプの最適モデルへの最適解
　　　　　　　　（32）
と同じ政策を結果し」，　しかもタイル・モデルと同様に「ティンバーゲン・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
タイプ・モデルを特殊ケースとして含む」　という意味において両モデルの統

合をはかるものである。その限りにおいて，これもまt：固定目標アプローチ

の枠を出るものでないことは銘記すべきである。

　さてGSEMは，具体的には，すでになじみ深い⑱の前半

　C35）　y一＝Rx＋s

であるが，これによる分析をティンバーゲンの同次方程式法に「一般」を附

してよぶのには2つの理由があるようである。　1つはモデル構造そのもの

に，他は分析トゥールに，それぞれ関係する。まずモデル構造について云え

ば，ティンバーゲン・モデルではRの正則性が正常ケースとして想定されね

ばならなかったのに対して，GSEMにおいてはヨリー般的な長方（m，　n）

行列一ゆえに正則でない一がむしろノーマルとして扱かわれるからである。

つぎに分析トゥールについては，ティンバーゲン・モデルが正則なRの逆行

列を用いるいわば逆行列法であるが，GSEMでは任意の行列についてユニー

クに定義されるペンローズのいわゆる一般逆行列　（generalized　inverse）が

戦略的に利用されるからである。以下，タイル6タイプのモデルとGSEMと

の同等性（解の一致）の説明から始めるのが便利だろう。そうすればyで説

朋ずみのタイル・モデルに対するティンバーゲンのそれの特殊性からGSEM

（32）　Spivey＆Tamura〔9〕2工9ページ。
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に対するティンバーゲン・モデルの特殊性が自動的に明らかになるからであ

る。

　　　　　　　　　（33）
　ペンローズによれば，任意の行列Aについて

　（34）　AXA：一一L　A，　XAX＝一X，　（AX）＊一一AX，　（XA）＊一一一XA

となるようなXがユニークに決まるが，このようなXをAの一般逆行列とい

う。ただしここにY＊は行列Yの共役転置行列を表わす。Yが実行列なら，

Y＊“＝YTは明らか。

　さて，團におけるRの一般逆行列をR＋としよう。そのとき一般同次方程

式システム圃の解X。は

　（35）　xO一＝R’（y＊一s）

で与えられる。

　つぎに鮒の解と（23｝の解との異同を調べるために

　（36）　R＋＝＝（RTR）一iRfV

とおけるかどうかを吟味しよう。そのためには，まず，Rについて（RTR）一1

RTが圃の諸条件を充たすかどうかを吟味しなければならない。その充足は

次のように証明される。（i）R（RTR）一1RTR－R；（ii）（RTR）一1RTR（RTR）

’iR’一（R’R）一iRT；　（iii）　（R（RTR）HiR’）T－R（RTR）HiR’；　（iv）　（（RTR）

一IRTR〕T＝IT＝1＝〔（RTR）一1RTR〕。かくて（RTR）一1RTはRの一般逆行列

であり得る。しかるに既述のペンローズの定理によって一般逆行列は一意的

でなければならないから，Rの一般逆行列は（RTR）一IRT以外にないことが

示される。かくて（36）が成立するから，（35＞一團，すなわちXo－x。である。

GSEMとタイル・モデルとは，かように同一一の解を結果するから，同値であ

る。したがってタイル。モデルに関して特殊なティンバーゲン・モデルは同

じ意昧においてGSEMの特殊ケースでなければならない。

（33）Penrose〔8〕406ページ。一般逆行列の邦語文献としては井尻〔ユ2〕143－163

　　ページ。
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VI　ブリッシコ．：伸縮・固定目標アプローチ

　最後に，量的政策モデル分析のオリジネーターとしてのプリッシュのモデ

ル構想に言及しなければならない。

　ブリッシュによれば，まず，許容用具アプローチという準備作業を通じて，

原因→結果の因果関係が論理的に矛盾しない全体経済システムとしてモデル

化される必要がある。　「第2に，われわれは選好関数一多くは線型近似一と

計画フレーム（plan　frame）を導く最：適解の決定テクニックとの間題に真正

面からとり組まねばならない。第3に，われわれは，インプリメンテーショ

ン問題（implementation　problem）とセレクション問題（selection　problem）

との分離を通じて，いかなる種類の政府のコントロール手段を用いるかを決．

定せずにおいてかなりの道のりを進む。これがテクニックのうちの重要部分

である。そうすることによって直接コントロールを最小化し，“私的”誘因

のプログラム化を通じてできるだけ多くを達成すること（to　achieve　as　mu一・

ch　as　possible　through　programmed　incentives）　が司能となる。……セレ

クションによる最適数量指数が決糞ってから，すなわち計画フレームが作成

されてから，諸経済グループの行動をヨリ綿密に研究することによってセレ

クションによる目標がCC私的”誘因を通じてどの程度まで達成できるのか，

そしていかなる点で直接統制の導入が不可避なのか，ということが明らかと

なろう。実際への理論の真の適用司能性が明示されるのはまさにここにおい

てである・合理的プログラミングというものは官僚制排除の決定的手段であ
　　　　（34）
るべきだ。」その意味を解釈・要約すれば，まずセレクション問題

　（37）F（Y，Z）＝0にしたがってW＝W（Y〕→optimum

を解く。Fは制約としての同次方程式，　Y，　Zはセレクション閾題に現れる

セレクション変数のベクトルである。この問題の解Y＊，Z＊が最適プラン・

（34）Frisch〔3〕lb－lcページ。文中ミ私的ミは引用者が挿入。下線はブリッシ

　ニLo
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フレームであり，これを同じく同時方程式系としてのインプリメンテーショ

ン・モァル

　（38）　G（Y，　7．．，　g）　一　O

のY，Zに代入して未知数ξ一これをインプリメンテーション変数とよぼう

一を数値決定するのである。

　いくつかの補足説明を重点的に加えよう。

　（i）セレクション・モデルは数理計画モデルである。

　（ii）Yは目標，　zはその他変数であるが，重要なのはこれら諸変数が実質

単位ないし物f辻単位（volume　figures　or　figures　in　actual　technical　units）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　5）
ではかられていなければならないということである。名目表示・貨幣単位で

は価格が含まれることになるが，価格は必要なら政策当局のコントロール要

因に変える（自由価格から統制価格へ）ことができるからであり，また計画

フレームの真の内容をなす目標は国民の厚生指標として名目表示よりも実質

表示でなければならないだろうからである。

　（iii）セレクション・モデルの制約F（Y，　z）一〇は「ない方がよい」もの

であるが，制度ないし体制を変更するというドラスチックな政策をとっても

除去できない一人間能力ではいかんともしがたい一いわば自然的関係　（たと

えば会計恒等式）というものがYに関してあるのが常であるから，これを最

適化の基礎的制約とする。そのときプラン・フレームとしての最適解は人間

能力内でなんとか達成できるはずのものでなければならない。何ともなしよ

うのない要因の作用は最適解に織込みずみである。

　（iv）Zはかような性質の制約Fを構成するのにYとの関連で不司欠なもの

でなければなるまい。したがってZの内容はかならずしも政策用具だけとは

限らない。

　（v）かようにして決定されたプラン・フレーム（Y＊，2＊）がインプリメン

テーション・モデル〔38）に先決値として入るのだから，インプリメンテーショ・

　（35）　Frisch〔6〕IO9ページ。
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ン段階から児れば，すべてのセレクション変数が目標として現われる。Yを

本来目標，Zを副次目標ともよべるだろう。

　（vi）それはともかく，（38）にY＊，　Z＊が入ればティンバーゲン・タイプの固

定目標アブm一チとなることは明らかである。すなわち目標を達成するよう

な政策用員一それはξに含まれると考えなければなるまい一が策定司能かど

うかを検討し，達成できない場合の制度変更の珂能性を吟味する問題がイン

プリメンテーション問題にほかならない。この解釈からすれば，政策用具が

インプリメンテーション変数でなければならないことは明らかである。

　以上のことから，ブリッシュの方法は最適アプローチ　（伸縮目標）・固定

泪標アプローチの系統的・段階的な併用接近法であり，量的政策策定の2段

階理論と定義づけることができるだろう。

V旺結 語

　以上，ブリッシュから出発しプリッシュに到達した量的政策モデル分析の

類型的展望論議の内容は，これを次のように要約できるだろう。

　（i）ティンバーゲン，タイル，スパイヴィー＆タムラの諸モデルーしたが

って現代量的政策モデルの主流一は，おしなべて，プリッシュのインプリメ

ンテーション・モデルに岡質的であり，セレクション聞題は解決済みと仮定

し，最適目標を前提している。

　（ii）　しかし前提することは無視することでなく，前提というネガティブな

形式においてセレクション分析の必要性を認めることを意味するから，基本

線においてはこれらすべての著者がブリッシュ。タイプの2段階アプロ～チ

の立場をとるとみなすことができる。、

　（iii）上記の諸モデルは，用いる分析トゥールの差異ないし多寡に応じてそ

れぞれの守備範囲にも次表のような広狭の差が現われている。ここで政策問

題の主要類型は

ユ．最適政策目標をいかに決定するか，
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2．最適目標を完全達成するような量的政策編成が可能か，

3．完全には達成できないとすれば，次善の量的政策は何か，

4．また完全達成不司能とすれば，いかに制度を変更すべきか一質的政策，

の4項目とする。○は取扱い阿比，×は取扱い不能を意味する。

主要問題類型

ティンバーゲン

タイル，スパイヴィ＆タムラ

フリッシュ

1

×
×
○

2

○
○
○

3

×
○
×

4

×
×
○

　当該表でプリッシュ行の第3列要素の×はプリッシュのアブP一チをきび

しく解釈した結果である。セレクションで得られた最適目標の達成は，定義

によって，人間能力の守備範囲内にあるから，ブリッシュにとって類型3の

問題それ自体が成り立ち得ず，それを跳びこえて4に到るのである。

　しかし，3をもとり扱えるようにインプリメンテーション段階でGSEMな

り最小2乗法を適用することは，少なくとも，量的政策で達成できる次善目

標と最適目標との差を体制変化の質的政策の効果指標として利用できるとい

う意味において，すなわち一種のトレード・オフ関係を認識できるという意

味で，興味ある論点を提供するように思われる。

　　主要文　献

A．　Memorandum　from　lnstitute　of　Econmics，　University　of　Oslo

（1）　Frisch，　R．，’“Price－Wage－Tax－Subsidy　Policies　as　lnstruments　in　Mainta－

　　ining　Qptimal　Employment：a　memorandum　on　analytical　machinery　to　be

　　used　in　discussions　on　causes　of　and　remedies　to　unemployment”，　12　Fe一．

　　bruary　1953．

（2）　一，　“Numerical　Determination　of　a　Quadratic　Preference　Function

　　for　Use　in　Macroeconomic　Programming”，　14　February　1957．

（3〕　　　　，“General　Theory　of　Kernel　Model”，7Februaryエ958．

　　　　　　　　　　　　　　一75一



350

（4）　一，　“A　Survey　of　Types　of　Economic　Forecasting　and　Programming

　　　　　and　a　Brief　Description　of　the　Oslo　Channel　Model，　”　13　May　1961．

．B．その他文献

（5）　Eijk，　C．　J．　Van，　and　J．　Sandee，　“Quantitative　Determination　of　an　Opti－

　　　　　mum　Economic　Policジ，　Econometrica，　January　l959．

（6）　Frisch，　R．，　“Rational　Price　Fixing　in　a　Socialist　Society”，　Economics　of

　　　　　Planning，　Vol．　6，　No．2，　1966．

C7）

C8）

（9）

「
り
〕
〕
〕
〕
〕
〕
〕
〕
〕

O
1
2
3
4
5
6
7
8
9

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

〔
〔
〔
〔
〔
〔
〔
〔
〔
〔

（20｝

Hickman，　B．　G．．　ed．，　Quantitative　Planning　of　Economic　Policy，　1965．

Penrose，　R，，　“A　Generalized　lnverse　for　Matrices’．’，　Proceedings　ef　the

Cambridge　Philosophical　Society，　Vol．　60，　1955．

Spivey，　W．　1￥．，　and　H．　Tamura，　“Generalized　Simultaneous　Equation　Mo－

dels”，　lnternational　Economic　Review，　June　1970．

Theil，　HリOptimal　Decision　Rules　for　Government　and　Industry，ユ964．

Tinbergen，　J．，　Economic　Policy：Principles　and　Design，　1954．

井尻雄士，計数管理の基礎一経営目標と管理会計一，1970。　　　　・

伊東正則，経済計画のモデル分析，1967。

熊谷・大石編，近代経済学（2）応用経済学，1970。

タイル（岡本訳），経済の予測と政策，1964。

竹内啓，線形数学，． P966。

ティンバーゲン（気賀・加藤訳），経済政策の理論，1956。

山田・久武編，経済計画とモデルビルディング，1957。

藤本利躬・妙見孟ミ決意モデルにおける「2次選好関数計測論」一Frisch方法の

検討，ミオイコノミカ，VoL　7，　No．2，名古屋市大経済学会，1970。

藤本利躬ミオスロ・サブ・モデルの研究ミ岡山大学法経学会雑誌，Vol．18，　No．

3・　1968e

（付記　本稿は昭和46年度文部省内地研究中における結果の1部である。）

一76一




